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来年春に5Gの商用サービスがスタート 
マーケティングに動画が不可欠な時代
へ 

 

来年春から次世代通信規格「5G」の商用サー

ビスがスタートする。4Gよりも「超高速・大容

量・多数同時接続」な通信環境が実現するとあ

って、マーケティングの分野で動画コンテンツ

の活用がさらに進むと予想される。そうなると

気になるのが、動画作成の手間。すでに多くの

アプリが登場しており、誰でも簡単に動画を作

る環境は整っているが、どうしても時間がかか

る。差別化を図ろうとすれば、クオリティも無

視できない。アウトソーシングも有効だが、コ

ストが嵩むことを覚悟する必要がある。 

こうした課題を一気に解決し、動画を量産で

きるツールが登場。月間800万ユーザーが視聴す

るおでかけ動画マガジンを運営するオープンエ

イトがリリースした「VIDEO BRAIN（ビデオブレ

イン）」がそれだ。誰でも簡単に、最短5分で動

画作成が完了する。写真や動画、テキストなど

の素材を揃えれば、AIが自動的にストーリー性

のある動画を作成する仕組みだ。音声が入った

MP4素材をセットすると、音声を認識して自動で

テロップを挿入する機能や、写真やイラスト素

材のマーケットプレイス「PIXTA」とAPI連携す

ることで、シーンに合った素材を数千万点の中

から提案してくれる機能も備えている。 

気になる料金は月額15万円から。5G時代が到

来すると、テキストをSNSにアップするような手

軽さで高クオリティの動画がアップされ続ける

可能性もある。いずれ廉価版のサービスが出て

くることも予想されるが、動画マーケティング

に積極的な姿勢を打ち出す投資と考えれば、一

考する価値はあろう。 

 

消費税の転嫁拒否行為の監視等 
今年９月までに5388件を指導 

 

経済産業省では、2014年４月の消費税率８％引

上げを踏まえ、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確

保する観点から、公正取引委員会と連携して、(1)

監視・取締り対応、(2)広報・相談対応を一体的

に実施し、転嫁拒否行為の未然防止及び迅速な是

正を行っている。 

このほど、2019年９月末までの主な転嫁対策の

取組状況を取りまとめ公表した。 

それによると、特定事業者（買手側）の転嫁拒

否行為に対する監視・取締りでは、2013年10月か

ら2019年９月末までの累計（公正取引委員会との

合算）で、指導を5388件（うち大規模小売事業者

に対するものが183件）、措置請求を13件、勧告

を53件（同11件）実施した。措置請求は中小企業

庁、勧告は公正取引委員会が実施するもので、こ

れまでに措置請求を行った13件は、公正取引委

員会により全て勧告が行われている。 

 勧告及び指導件数を行為類型別にみると、

「買いたたき」が4959件（うち勧告51件）で全

体の86％を占めて最多、次いで、「減額」410件

（同６件）、「本体価格での交渉の拒否」281件、

「役務利用・利益提供の要請」92件。 

例えば、中日新聞社は、原稿作成業務を委託

している事業者の一部に対し、消費税率の引上

げ分を上乗せせずに委託料を据え置いて支払っ

たなどの「買いたたき」を行ったとして、今年

９月20日に勧告されている。 

 


